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１．雇用情勢

地域の雇用情勢には格差が見られる。地域の雇用情勢には格差が見られる。
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資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」)0.07 (0.67 九州
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地域別若者完全失業率
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資料出所：総務省「労働力調査」　平成16年平均

２．若者の完全失業率
若者の完全失業率は高水準で推移し、かつ地域差が見られる。若者の完全失業率は高水準で推移し、かつ地域差が見られる。
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資料出所：総務省統計局「労働力調査」
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３．フリーターの推移

いわゆる「フリーター」の数は、200万人に上っている。いわゆる「フリーター」の数は、200万人に上っている。

50
79

101

151

209 217 213

0

50

100

150

200

250

昭
和

5
7
年

昭
和

6
2
年

平
成

4
年

平
成

9
年

平
成

1
4
年

平
成

1
5
年

平
成

1
6
年

万人

（注）フリーターとして、15～34歳の者（女性については未婚の者）であって、

①現在就業している者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者
（ただし、82年、87年、92年、97年については、継続就業年数が1～５年未満の者）、

資料出所：総務庁統計局「就業構造基本調査」と労働省政策調査部で特別集計。（～平成9年）
総務省統計局「労働力調査詳細集計」と厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計。（平成14年～16年）
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４．若年無業者推移

資料出所：総務省統計局「労働力調査」
注：１)若年無業者について、年齢を15歳～35歳に限定し、非労働力人口のうち家事も通学もしていない者として集計。

２）「15～24歳計」と、「25～34歳計」は、千単位を四捨五入
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５．パート・アルバイトに就く人が
結婚しない理由

未婚でいる理由として「金銭的に余裕がない」との回答割合が、パート・アルバイトで高い。
このように、経済的に不安定な状態が続くことは、未婚・晩婚化を進展させ、少子化を一層進行させる恐れがある。

未婚でいる理由として「金銭的に余裕がない」との回答割合が、パート・アルバイトで高い。
このように、経済的に不安定な状態が続くことは、未婚・晩婚化を進展させ、少子化を一層進行させる恐れがある。

備考：１．内閣府「若年層の意識実態調査」（2003年）により作成。
２．職業が「正社員」と「パート・アルバイト」の人で「未婚の方にお聞きします。現在未婚でいる理由は何ですか。

（○は３つまで）」という問に対して、「金銭的に余裕がない（結婚資金が足りない）から」と回答した人の割合（複数回答）。
３．「正社員」は「正規の職員・従業員」と回答した人の割合、「パート・アルバイト」は、「パート・アルバイト」、「派遣社員」と回答した人の割合の合計。
４．回答者は全国の学生を除く20～34歳の男女880人。
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６．総人口の動向

総人ロは2004年の12,769万人から2010年には21万人減少、 2015年には142万人減少、
2020年には358万人減少、2025年には655万人減少、2030年には1,011万人減少となる見込み。

総人ロは2004年の12,769万人から2010年には21万人減少、 2015年には142万人減少、
2020年には358万人減少、2025年には655万人減少、2030年には1,011万人減少となる見込み。

資料出所：1995, 2000年は総務省統計局「国勢調査」、 2004年は総務省統計局「人口推計」、
2005年以降は国立社会保障.人口間題研究所「日本の将来推計人ロ（中位推計）」（2002年1月）
※中位推計では、我が国の人口は2006（平成18）年にピークを迎えた後、減少に転じるという推計となる。
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７ー１．「2007年問題」に対する
危機意識(業種別)

「2007年問題」に対する危機意識を持っている企業は、全体で2割強であるが、
製造業においては３割を超えている。

「2007年問題」に対する危機意識を持っている企業は、全体で2割強であるが、
製造業においては３割を超えている。
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資料出所：厚生労働省委託「能力開発基本調査報告書」（平成17年1月調査）

調査対象企業は、従業員規模30人以上の企業1万社を無作為抽出したもの。Ｎ＜30の業種を除く。

なお、従業員規模30人未満の企業は調査対象としていないため、産業によっては全企業での実態を必ずしも正確に反映していない点で、

幅をもって見る必要がある。
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７ー２．団塊の世代の動向
いわゆる「団塊の世代」は、その前後の年齢層と比較して構成人口が大きくなっており、この年齢層が短期間に職業生活から
の引退過程に入ることにより、熟練した技術・技能やノウハウが失われるという、いわゆる「2007年問題」が懸念される。

いわゆる「団塊の世代」は、その前後の年齢層と比較して構成人口が大きくなっており、この年齢層が短期間に職業生活から
の引退過程に入ることにより、熟練した技術・技能やノウハウが失われるという、いわゆる「2007年問題」が懸念される。

資料出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(中位推計)」(平成14年1月)
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８．青少年人口の現状
青少年人口は、減少し、人口総数に占める割合も低下する。青少年人口は、減少し、人口総数に占める割合も低下する。

資料出所：総務省「国勢調査」平成7年・平成12年 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成14年1月推計）
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９．社会保障負担の見通し
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資料出所：厚生労働省「社会保障の給付と負担の見通し（平成16年5月推計）」
注：四捨五入の関係で合計が合わないことがある。

年金制度や医療保険制度、介護保険制度が現在の仕組みのままでは、
これらに基づく社会保障給付費は増大する。従い、現役世代の負担に直結する。

年金制度や医療保険制度、介護保険制度が現在の仕組みのままでは、
これらに基づく社会保障給付費は増大する。従い、現役世代の負担に直結する。



12

10．就職内定率の推移

89.2

86.3 86.7

91.2

86.8

90.2
89.6

89.0

91.9 92.1
92.8 93.1 93.5

89.0

89.5

80.0

100.0

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

（％）

高等学校卒業者（3月末）

短大卒業者

大学卒業者

新規学卒者の就職内定率は高等学校、大学卒業者で、やや持ち直している。新規学卒者の就職内定率は高等学校、大学卒業者で、やや持ち直している。

資料出所：文部科学省「学校基本調査」 （注）短大卒業者・大学卒業者については4月1日での調査。
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11．大学(学部)の入学者数と
卒業者数の差

大学の入学者数と、4年後の卒業者数の差は年々増加しており、中退者や留年者が
増加している懸念がある。

大学の入学者数と、4年後の卒業者数の差は年々増加しており、中退者や留年者が
増加している懸念がある。
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資料出所：文部科学省「学校基本調査」

ただし、6年制の学部も含む等、他の要因も多く含まれることから、結果については幅を持ってみる必要がある。

尚、日本私立学校振興・共済事業団のアンケート調査(平成15年7月実施)によると、私立大学の中途退学者の割合

((中途退学者数/総在籍者数)×100(%))は3.3%としている。

H9 H13 H10 H14 H11 H15 H12 H16 H13 H17
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12．大学卒業後の進路の推移

10年前と比較すると、一時的な仕事に就いた者や無業者等の占める割合が増加している。10年前と比較すると、一時的な仕事に就いた者や無業者等の占める割合が増加している。

資料出所：文部科学省「学校基本調査」
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13．新規学卒者在職期間別離職率

の推移
学校卒業後、3年以内に離職する者の割合は、大学卒、高校卒、中学卒等とともに高い。学校卒業後、3年以内に離職する者の割合は、大学卒、高校卒、中学卒等とともに高い。

中学校卒業者 高等学校卒業者 大学卒業者

資料出所：厚生労働省「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査」
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14．産業別青少年15～34歳
就業者数の構成比（16年平均）

産業別青少年就業者数は、卸売・小売業が最も割合が高く、製造業・サービス業と続く。産業別青少年就業者数は、卸売・小売業が最も割合が高く、製造業・サービス業と続く。

人数
（万人）

構成比
（％）

産業

281.4分類不能

753.7公務

29214.5サービス業

301.5複合サービス業

844.2教育、学習支援業

20210医療、福祉

1376.8飲食店、宿泊業

130.6不動産業

512.5金融・保険業

38319卸売・小売業

914.5運輸業

864.3情報通信業

80.4電気・ガス・熱供給・水道業

34717.2製造業

1658.2建設業

10.1鉱業

221.1農林業・漁業

資料出所：総務省「労働力調査」
（注）複合サービス事業は、郵便局、協同組合を指す。
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15．非正規雇用者数の推移
いわゆる非正規雇用者数は、1993年の986万人から2004年には1,555万人と
569万人増加した。

いわゆる非正規雇用者数は、1993年の986万人から2004年には1,555万人と
569万人増加した。
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（資料出所）総務省統計局「労働力調査特別調査」、「労働力調査（詳細集計）」
（注）１．1993～2001年は各年２月、2002年以降は１～３月平均。2002年以降調査項目が変更となっているため、時系列比較は注意を要する。

２．2002年以降「派遣・契約・嘱託・その他」が「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員・嘱託」、「その他」に細分化されている。



18

16．雇用者に占める非正規の
職員・従業員の割合（男女計）

雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、若年層において上昇幅が大きい。雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、若年層において上昇幅が大きい。

資料出所：総務省統計局「労働力調査特別調査」（1994年2月）、「労働力調査（詳細結果）」（2004年）
注：非正規の職員・従業員＝「役員を除く雇用者」－「正規の職員・従業員」で算出した。

年
15～24歳
（在学中
を含む）

15～24歳
（在学中
を除く）

25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

2004年 45.3 33.3 23.4 26.3 28.9 39.6 66.0

1994年 22.3 10.6 11.8 19.8 20.6 26.9 52.0

上昇率
（2004-1994)

23.0 22.7 11.6 6.5 8.3 12.7 14.0
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17．正規の社員とフリーターの
賃金格差

15～34歳の男性においては、年収で2.4倍程度の差がある。15～34歳の男性においては、年収で2.4倍程度の差がある。

資料出所：労働政策研究・研修機構「若年就業支援の現状と課題」
注：１）フリーターは、勤め先における呼称がパート・アルバイトである雇用者。

２）データは総務省「就業構造基本調査」（2002年）をベースとしている。

318.4正規の社員

131.1フリーター

平均値（万円）男性雇用者
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18ー１．教育訓練の実施状況
企業調査、従業員調査のいずれをみても、教育訓練の実施率は低下傾向にある。
特に企業調査と従業員調査の双方に共通するＯｆｆ-JTの状況についてみると、企業調査における実施率の低下幅より、従業員調査における受講率の

低下幅が大きくなっており、以前より限られた従業員を対象としてOff－JTを実施する傾向が強まっている可能性を示唆する結果となっている。

企業調査、従業員調査のいずれをみても、教育訓練の実施率は低下傾向にある。
特に企業調査と従業員調査の双方に共通するＯｆｆ-JTの状況についてみると、企業調査における実施率の低下幅より、従業員調査における受講率の

低下幅が大きくなっており、以前より限られた従業員を対象としてOff－JTを実施する傾向が強まっている可能性を示唆する結果となっている。

資料出所：
・昭和54年のデータ 労働省「事業内教育訓練

実施状況及び費用に関する調査」
・昭和58年～平成10年のデータ 労働省「民間

教育訓練実態調査」
・平成12年度のデータ 労働省委託「能力開発

基本調査報告書」（日本労働研究機構）
・平成13年度～14年度のデータ 厚生労働省

委託「能力開発基本調査報告書」（日本労働研
究機構等）
・平成15年度のデータ 厚生労働省委託「能力

開発基本調査報告書」（三井情報開発（株）総合
研究所）
・平成16年度のデータ 厚生労働省委託「能力

開発基本調査報告書」（日本統計センター）

注）・「民間教育訓練実態調査」の調査対象 は、
30人以上の常用労働者を雇用する事業所
4,000社を、「能力開発基本調査報告書」の調査
対象は、従業員規模30人以上の企業10,000社

を無作為に抽出したものである。

平成12年以降の調査においては、企業調査に

ついては前年度の状況を調査しているのに対し、
従業員調査については、前年の状況を調査して
いるものである。
なお、平成13年以降の調査においては、調査年
度の1月に調査を実施していることから、企業調

査と従業員調査対象年が異なっている。

回収率は、直近の平成16年度データ（厚生労働

省委託「能力開発基本調査報告書」）で、
10,000社中1,405社、有効回収率14.1％であっ

た。

企業調査業種別
Oｆｆ-JT実施 計画的OJT実施

平成１４年 平成１５年 平成１４年 平成１５年

製造業 51.7 59.4 45.7 52.5
建設業 53.8 56.6 43.8 50

卸・小売・飲食店 46.1 58.2 34.8 39.2
運輸・通信業 31.3 42.9 33.3 39.7
サービス業 49.2 62.2 43.1 46.4
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18ー２. 能力開発の対象者
今後、能力開発の対象者は拡大される傾向にあるが、いわゆる非正規従業員につい

ては、正規従業員に比べ実施予定率の水準はかなり低い。
今後、能力開発の対象者は拡大される傾向にあるが、いわゆる非正規従業員につい

ては、正規従業員に比べ実施予定率の水準はかなり低い。

①正規従業員

59.1

65.5

33.3

28.8

3.73.9

3.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去3年間に実施

今後3年間の予定

全般 一部 対象でない 無回答

②非正規従業員

11.9

16.3

30.2

36.0

47.1

37.2

10.8

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

過去3年間に実施

今後3年間の予定

全般 一部 対象でない 無回答

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調査（企業調査）」（2004年）

注）・正規従業員、非正規従業員それぞれにおいて、全般とは従業員全体を能力開発の対象とする場合であり、一部とは
職種や職位、労働条件等によって能力開発の対象となる従業員を限定する場合である。

・「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調査」の調査対象企業は、従業員数100人以上の企業10,000社を
無作為抽出。（有効回答 1,066社）
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19．職に就いていない理由
ジョブカフェにやってくる若者たちにおける職に就いていない理由は、
「自信がない」と「行動力不足」等。

ジョブカフェにやってくる若者たちにおける職に就いていない理由は、
「自信がない」と「行動力不足」等。

＜実施時期＞ 2005年9月5日～9月19日
＜実施方法＞ 全国２０箇所のジョブカフェモデル地域に依頼して用紙を配布

選択形式及び自由記入形式で無記名にて回収
＜対象者＞ 全国のジョブカフェに勤務するキャリアカウンセラー２２４名

資料出所：全国２０のモデル地域で実施した「ジョブカフェ･キャリアカウンセラー調査」の概要
ジョブカフェ・サポートセンター実施


